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令和４年第１回東京都後期高齢者医療広域連合議会定例会 

における議決結果等について 

 

１ 令和４年第１回東京都後期高齢者医療広域連合議会定例会の議決結果について 

（１）開催日 令和４年１月２８日（金） 

（２）議  案  

議案 

番号 
件  名 概   要 議決結果 

議 案 

第１号 

令和３年度東京都後期

高齢者医療広域連合後

期高齢者医療特別会計

補正予算（第２号） 

令和３年度実績を踏まえた収支見込み

に基づき、歳入・歳出予算の所要の補正

を行う。 
 
特別会計補正予算額  785,056 千円 

(補正後予算額 1,471,513,464 千円) 

原案可決 

議 案 

第２号 

令和４年度東京都後期

高齢者医療広域連合一

般会計予算 

令和４年度東京都後期高齢者医療広域

連合一般会計予算を定める。 
 

予算総額 6,267,583 千円 

（資料１のとおり） 

原案可決 

議 案 

第３号 

令和４年度東京都後期

高齢者医療広域連合後

期高齢者医療特別会計

予算 

令和４年度東京都後期高齢者医療広域

連合後期高齢者医療特別会計予算を定

める。 
 

予算総額 1,489,113,272千円 

  （資料１のとおり） 

原案可決 

議 案 

第４号 

東京都後期高齢者医療

広域連合個人情報保護

条例の一部を改正する

条例 

デジタル社会の形成を図るための関係

法律の整備に関する法律により、独立

行政法人等の保有する個人情報の保護

に関する法律が個人情報の保護に関す

る法律に統合されたため、引用法令の

改正を行う。 

原案可決 

議 案 

第５号 

東京都後期高齢者医療

広域連合後期高齢者医

療に関する条例の一部

を改正する条例 

令和４・５年度の保険料率を定め、保

険料の賦課限度額等の改正を行うとと

もに、低所得者に係る保険料所得割額

の独自軽減措置を継続する。 

原案可決 
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２ 令和４・５年度後期高齢者医療保険料率について 

 
均等割額 所得割率 

一人当たり 

平均保険料額 

令和２・３年度 

保険料額との差額 

令和４・５年度

東京都最終案 
４６，４００円 ９.４９％ １０４，８４２円 

３，７８９円 

（３.７％） 

令和２・３年度

東京都保険料率 
４４，１００円 ８.７２％ １０１，０５３円 － 

※詳細は資料２のとおり 

以   上 











厚生労働省の最終の保険料率試算通知により保険料を算定しました。

※他広域の令和４・５年度の保険料率は現在算定中であることから、令和２・３年度の料率と比較。
 ・最終案を他広域の令和２・３年度の保険料率と比較すると、保険料率の高い方から数えて均等割額で２７
  位、所得割率で１６位となります。
 ・東京都では、令和３年度の賦課実績において、所得400万円以上の高所得階層の人数が被保険者中5.6％
  を占めており、これは、全国平均の約2.3倍となります。この所得層で東京都の保険料賦課額の32.1％を
  負担しており、一人当たり平均保険料額を押し上げる要因となっています。

後期高齢者負担率の引き上げによる増加分 医療給付費の増加分 ・令和４・５年度の保険料算定では、全国の共通指標である後期高齢者負担率が引き上げられている事から、
  他広域においても保険料の引き上げが想定されます。

東京都の保険料額は、全ての所得階層で全国平均を下回っています。
○後期高齢者負担率の上昇
　 後期高齢者医療制度では、現役世代の減少により負担の担い手がいなくなった医療給付費の

 財源負担分について、現役世代と被保険者で折半する仕組みを採用しています。
現役世代と被保険者の負担の割合を定めるのが後期高齢者負担率ですが、一人当たり平均保

 険料の増額３，７８９円のうち７５％を超える２，８５６円が、後期高齢者負担率の引き上げによるも
 のです。

（1）被保険者数は、令和４年度を「１６６．４万人」、令和５年度を「１７３．０万人」と推計。 ※1　窓口負担が2割となる可能性が出てくる下限の収入額。
（2）一人当たり医療給付費の伸び率は、過去４か年（Ｈ29～Ｒ２）の伸び率から、「０．７８％」と推計。 ※2　配偶者が年金収入80万円のみの場合、窓口負担が2割となる可能性が出てくる下限の収入額。
（3）後期高齢者負担率は、厚生労働省通知により「１１．７２％」（11.77％）と設定。     （240万円＋80万円＝320万円）
（4）所得係数は、「１．５９」と設定。均等割額と所得割額の賦課割合は、「３８．６１：６１．３９」となる。
（5）所得の伸び率は、（Ｒ元～Ｒ３の３か年の実績の平均から）「-１．２０％」と推計。
（6）令和２・３年度の財政収支に係る剰余金を「１８７億円」（180億円）として計上。
（7）市区町村の保険料予定収納率を過去の実績を踏まえ「９８．５０％」と想定。
（8）特別対策２１９億円〈葬祭費８７億円・審査支払７１億円・未収金補填６１億円〉及び所得割

軽減４．５億円（4.6億円）を実施。
（9）賦課限度額を「６６万円」（64万円）と設定。 現時点においてできるだけ精査し、令和６・７年度の保険料率を独自に算定したところ、今回の
○窓口負担２割実施の影響  算定時と同程度の保険料の抑制策（剰余金180億円程度の投入、今回と同様の特別対策）を実施

令和４年１０月より窓口２割負担が導入されることになったことから、医療給付費は２年間  しても、平均保険料額が107,436円、引き上げ想定額は2,594円と算定されました。
 で約１４７億円が削減されると推計しており、一人当たりの平均保険料額も６００円引き下げられ 　 今期の保険料率の算定において保険料の抑制をすればするほど、次期の保険料引き上げ額
 ました。  は高額になり、問題の先送りにしかなりません。

○財政安定化基金の活用
財政安定化基金は、保険料を抑制するために活用すると継続的な財政負担の発生が想定され ※令和６・７年度数値は、現時点において当広域連合にて独自に算定したものであり、令和６・７年

 ることと、剰余金が確保できたことから、その活用をしないこととしました。 　 度の保険料算定時のたたき台になるものではありません。

令和２・３年度東京都保険料率 ４４，１００円 ８．７２％ １０１，０５３円 -

令和４・５年度東京都最終案

令和４・５年度東京都算定案

令和２・３年度全国平均 ´-２４，２８９円

１０４，８４２円
１０６，１３３円

７６，７６４円

９．７４％

９．１２％

４６，４００円
４６，８００円

４６，９８７円

８．７２％
７６，７６４円

１０１，０５３円
-

1位
-

29位

均等割額 所得割率

９．４９％ －
32位

2・3
９．１２％３，７８９円

５，０８０円
差額※
1,291円

1人当たり
平均保険料額

令和２・３年度
保険料額との差額 （27位）

400万円
153万円

240万円※2

272万円
500万円

81,700円
100,700円

４６，９８７円
４４，１００円東京都保険料率

全国平均

-5.7％-800円13,200円14,000円14,600円13,900円153万円
200万円※1

均等割額 所得割率 一人当たり平均保険料額
順位
（1位）

令和
年度

最終案4・5
金額

４６，４００円
順位 料率

９．４９％
順位

（16位）
金額

１０４，８４２円

154,400円
183,600円
379,700円

87,000円
107,400円
282,900円
29,200円

166,900円

264,100円
27,800円

156,700円
187,100円
390,300円

単身者

収入額
最終案 同左（政令どおり） 全国平均 東京都保険料額 乖離率

令和３年度令和４・５年度
差引額

-5.2％
-5.0％
-4.7％

-4,200円
-4,900円

-12,000円

76,200円
93,700円

244,200円

80,400円
98,600円

256,200円
220万円

４７，４００円 ９．８０％ １０７，４３６円 ２，５９４円
均等割額 所得割額 引き上げ想定額一人当たり平均保険料額

-5.1％
-4.8％

夫婦2人
世帯（2人
の保険料

合計）

-5.7％
-5.2％

174,200円
361,500円

-1,600円
-8,100円
-9,400円

-18,200円

26,400円
146,300円

199,600円
417,500円

28,000円

令和４・５年度 東京都後期高齢者医療保険料率の「最終案」について 資料２

令和４年１月 東京都後期高齢者医療広域連合資料から抜粋

１ 令和４・５年度保険料率「最終案」と令和２・３年度保険料率との比較

２ 平均保険料引き上げ額（3,789円）の内訳

３ 算定時の設定条件

４ 保険料額全国比較

５ 所得階層別保険料額比較

６ 令和６・７年度の展望

２，８５６円 ・ ７５.４％ ９３３円 ・ ２４.６％

※主な差額内訳：後期高齢者負担率引き下げ分△435円、窓口負担２割導入△600円、剰余金投入分△241円

（ ）内は「算定案」時の数値



平成２８・２９年度

４項目特別対策と所得割額独自軽減策に
一般財源を投入（２年間実施）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０・令和元年度 令和２年度 令和３年度

４項目特別対策と所得割額独自軽減策に
一般財源を投入（２年間実施）

算定案

令和4・5年度
令和２・３年度

最終案

４項目特別対策と所得割額独自軽減策に
一般財源を投入（２年間実施）

約２２４億円
【特別対策合計２１９億円＋所得割額軽減４.５億円】

約２１７億円
【特別対策合計２１３億円＋所得割額軽減４億円】

４項目特別対策と所得割額独自軽減策に
一般財源を投入（２年間実施）

約２２４億円
【特別対策合計２１９億円＋所得割額軽減４.６億円】

106,133円（5,080円/5.0％）

４項目特別対策と所得割額独自軽減策に
一般財源を投入（２年間実施）

令和４・５年度

46,800円（2,700円/6.1％）

9.74％（1.02ポイント/11.7％）

4,079億円（384億円増/10.4％）

1.59（38.61：61.39）

369,100円

・財政安定化基金拠出金を除く特別対策３
項目と所得割額軽減策に一般財源を投入す
ることとした。
・剰余金187億円を収入として計上するこ
ととした。
・窓口負担２割の実施の影響は、厚生労働
省の示す都道府県ごとの減少率を基にして
算定した。
・保健事業と介護予防の一体的実施に係る
広域連合負担分の財源には剰余金を見込ま
ないこととした。

賦課総額（前期比）

所得係数（賦課割合）

後期高齢者負担率

保
険
料
率

均等割額
（前期比増減額）/率

所得割率
（前期比増減差）/率

年度

100,700円（7,000円）

264,100円（19,900円）

27,800円（1,400円）

390,300円（28,800円）

６６万円

6,466,000円

244,200円（-1,000円）

9.07％（0.09ポイント/1.0％）

3,544億円（271億円増/8.3％）

1.63（38.02：61.98）

・財政安定化基金拠出金を除く特別対策３
項目と所得割額軽減策に一般財源を投入し
た。
・剰余金は保健事業と介護予防の一体的実
施に係る広域連合負担分の財源（4億円）
を含め186億円を収入として計上した。

93,700円（-8,500円）

収
入
額
別
保
険
料
額
※１

101,053円（3,926円/4.0％）
（令和2年1月最終案）

限度額到達所得※４

500万円

5,817,000円 6,554,000円

※１：収入額は本人の年金収入、２人世帯は、本人の年金収入と配偶者の年金収入80万円の場合を想定。（　）は前期のうち後年度との差額。
※２：端数処理の都合上、賦課総額とその内訳の計が一致しない場合がある。
※３：調整交付金交付調整分とは、普通調整交付金の減額調整分を補塡するため保険料算定経費となる分。
※４：賦課限度額に到達する賦課のもととなる所得金額。

備　考

・財政安定化基金拠出金を除く特別対策３
項目と所得割額軽減策に一般財源を投入し
て試算した。
・剰余金180億円を収入として計上して試
算した。
・保健事業と介護予防の一体的実施に係る
広域連合負担分の財源には剰余金を見込ま
ず試算した。

保険料算入経費
の構成図

（金額は２年分※２）

6,091,000円

２
人
世
帯

賦課限度額

362,400円（-6,700円） 361,500円（-900円）

６４万円

6,834,000円

・財政安定化基金拠出金を除く特別対策３
項目と所得割額軽減策に一般財源を投入す
ることとした。
・剰余金84億円のほか、保険料抑制のた
め、財政安定化基金145億円を充当するこ
ととした。

・財政安定化基金拠出金を除く特別対策３
項目と所得割額軽減策に一般財源を投入す
ることとした。
・剰余金180億円を収入として計上するこ
ととした。

５７万円 ６２万円

102,600円（8,900円）

270,300円（26,100円）

28,000円（1,600円）

398,900円（37,400円）

６４万円

153万円

3,274億円（119億円増/3.7％） 3,695億円（151億円増/4.3％）

1.61（38.31：61.69）

11.41%

44,100円（800円/1.8％）

8.72％（-0.08ポイント/-0.9％）

97,127円（1,635円/1.7％）
（平成30年1月最終案）

240万円

55,200円 68,000円

14,000円（800円）

83,200円（7,000円）

220万円

200万円

令和４・５年度

4,121億円（426億円増/11.5％）

1.59（38.61：61.39）

11.77%

保険期間

特別対策等

市区町村負担額
（２年分）

一人当たり平均保険料額
（前期との差額/率）

153万円

400万円

11.18%

43,300円（900円/2.1％）

8.80％（-0.27ポイント/-3.0％）

76,000円（8,000円）

102,200円（-900円）

12,800円（200円）

95,492円（-1,606円/-1.7％）
（平成28年1月最終案）

約２１１億円
【特別対策合計２０７億円＋所得割額軽減３.６億円】

約２０２億円
【特別対策合計１９９億円＋所得割額軽減３.４億円】

1.69（37.17：62.83）

10.99%

42,400円（200円/0.5％）

6,300円

単
身

103,100円

250,500円

12,600円

平成３０・令和元年度

11.72%

46,400円（2,300円/5.2％）

9.49％（0.77ポイント/8.8％）

104,842円（3,789円/3.7％）

272万円 191,300円（-1,400円） 174,200円（-17,100円） 190,700円（16,500円） 187,100円（12,900円）

146,700円

192,700円

13,900円（700円）

81,700円（5,500円）

145,800円（-900円） 146,300円（500円）

6,400円(100円)

245,200円(-5,300円)

9,900円(3,500円) 13,200円(6,800円)

19,800円(7,000円) 26,400円(13,600円)

76,200円（200円）

159,500円（13,200円） 156,700円（10,400円）

保険料に算入

一般財源で対応

令和４年１月 東京都後期高齢者医療広域連合資料から抜粋

※医療給付費＝賦課総額－調

整交付金交付調整分※３－健

診事業

令和４・５年度保険料率算定案と過去の保険料率等比較表

未収金補塡分
62億円

葬祭費
78億円

健診事業
32億円 ※医療給付費

(保険料割当分）

2,323億円

調整交付金
交付調整分
919億円

審査支払
手数料
59億円

財政安定化
基金拠出
0円

賦課総額 3,274億円

未収金補塡分
64億円

葬祭費
80億円

健診事業
37億円 ※医療給付費

(保険料割当分）

2,632億円

調整交付金
交付調整分
875億円

審査支払
手数料
63億円

財政安定化
基金拠出
0円

賦課総額 3,544億円

未収金補塡分
63億円

葬祭費
82億円

健診事業
35億円 ※医療給付費

(保険料割当分）

2,780億円

調整交付金
交付調整分
880億円

審査支払
手数料
68億円

財政安定化
基金拠出
0円

賦課総額 3,695億円

未収金補塡分
62億円

葬祭費
86億円

健診事業
46億円 ※医療給付費

(保険料割当分）

3,130億円

調整交付金
交付調整分
945億円

審査支払
手数料
71億円

財政安定化
基金拠出
0円

賦課総額 4,121億円

未収金補塡分
61億円

葬祭費
87億円

健診事業
46億円 ※医療給付費

(保険料割当分）

3,098億円

調整交付金
交付調整分
935億円

審査支払
手数料
71億円

財政安定化
基金拠出
0円

賦課総額 4,079億円


